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天然抗菌成分を利用した環境調和型木材用防カビ剤の開発 
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1．目的・背景  

森林や木材加工工場では、土壌等由来のカビ汚染により木材の変色被害が生じ、製品の品質

や歩留まりの低下が問題となっている。変色を引き起こすカビとして Ophiotoma 属、Leptographium
属などが報告されている。これらのカビは、木材を青変色することから青変菌と呼ばれている。

被害樹種の中には高価な樹種も含まれており、経済的損失も大きい。このため、防カビ対策と

してベンゾイミゾール系殺菌剤などの化学合成農薬による防除が行われているが、環境や人体

に対する安全性が懸念されている。そこで本研究では、天然系抗菌成分として安全性が既知で

ある生物農薬 Bacillus subtilis について、木材用防カビ剤への利用の可能性を検討した。  
 
2．研究内容  
（１）実験方法  

生物農薬 B.subtilis 水和剤溶液中にスギ辺材試験片(5×20×40mm)を 1 分間浸漬処理後、十分

風乾したものを防カビ性能試験に用いた。防カビ性能は、青変菌 4 種類 Ophiostoma piceae、
Leptographium truncatum、Leptographium ini-densiflorae 及び Leptographium wingfieldii に加えて、 
JIS Z 2911 かび抵抗性試験(一般工業製品)指定カビ 4 種類の単独胞子懸濁液を用いて行った。

単独胞子懸濁液を試験片に接種し、26℃、95％RH 以上の条件で 2 週間培養し、防カビ性能を

JIS Z 2911 の判定基準に準じて判定した。 

 
（２）結果及び考察  

B. subtilis 菌体溶液で浸漬処理した

試験片の青変菌 4 種類に対する防カビ

性能試験の結果を表 1 に示す。 B. 
subtilis 菌体溶液で処理した試験片は、

無処理試験片に比べて代表的な青変菌

に対して明らかな防カビ性能を有して

いた。また、JIS 指定カビ 4 種類に対し

ても同様に明らかな防カビ性能を有し

ていた。ただし、完全にカビの発生が抑制されたカビと一部発生

が見られたカビがあり、B. Subtilis 菌体溶液処 理 試 験 片の JIS 指

定カビに対する防カビ性能の強さは、カビの種類により異なるこ

とも分かった。 

 さらに、B. subtilis 菌体溶液で浸漬処理した試験片の周囲には、

図 1 に示すように青変菌に対する阻止帯の形成が認められた。こ

のことは、試験片に着生している B. subtilis 菌体が青変菌との拮

抗関係で忌避性の二次代謝物を生成したことによると考えられた。 

 

3．今後の展開  
本技術は、東日本大震災被災地であり、国内有数の林業生産県の岩手県などの製材業における木

材汚染カビの防除剤としての利用へ展開していく予定である。 

 
*1)環境技術グループ、*2)元環境技術グループ、*3)経営企画室  
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図 1. Bacillus subtilis による

阻止帯の形成 

阻止帯  

【カビ抵抗性判定基準（ JIS Z 2911）】  
木材試験片表面のカビ発生面積比率 0：試験片表面にカビの発育が見られない

1：試験片表面のカビ発育面積が 1/3 未満

2：試験片表面のカビ発育面積が 1/3 以上

表 1. B.subtilis 菌体溶液処理試験片の青変菌に対する防カビ性能

Ophiostoma
 piceae

Leptographium
truncatum

Leptographium
 pini-densiflorae

Leptographium
wingfieldii

 無処理 ― 2 2 2 2

0 0

青変菌に対する防カビ性能

試験片
菌体濃度
(cfu/ml)

 B.subtilis処理 2 × 108 0 0
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 図 2. 移動時の状態   図 3. リフトアップ

図 4. 2 台を集合させて使用しているイメージ CG 図 5. 複数台を集合させて使用しているイメージ CG 

二階建てに展開可能で災害時に活用可能なトレーラーハウスの開発 
 

 ○土屋  真*1)、山口  亨*1)、山下  敏男*1)、金  石振*1)、藤原  敬介*1)、藤本  泰成*1) 
 
1．研究の背景と目的  
 本研究は、首都大学東京内における研究プロジェクトである「総

合防災対策研究プロジェクト」の一環として行われた。首都直下

地震への対応が研究の柱であり、本研究はトレーラーハウスの災

害時における活用法に関するものである。  
 平成23年に発生した東日本大震災以降、仮設住宅における議論は

活発化しつつあり、首都直下型地震などのリスクを踏まえ、緊急時

の応急仮設住宅対策が急務となっている。なかでも、家を失った住

民の生活の質に関する問題がクローズアップされ、仮設住宅の断熱

性能や遮音性能の問題や、仮設住宅団地に人々のコミュニティーを

形作るための集会スペースの欠落などが指摘された。  
 本研究は、そのような状況のなかで、コミュニティー創発のた

めの集会スペースや仮設住居としても利用できるトレーラーハウ

スに関するものである。  
 
2．トレーラーハウスのデザイン 

東日本大震災の際に、リアス式海岸に面した平

地が少ない地域では、仮設住居を建設するための

用地選定が困難であった。本研究では、少ない敷

地の有効利用をはかるために、設置時（図1）は2
階建てで移動時は1階建て（図2）になるという2
階部分が折りたためる構造を採用した。2階部分の

展開にはクレーンが必要になる（図3）。  
 また、遮音性や断熱性を考慮し、1階部分に関し

ては2×4工法を採用し、中空部には100mmの断熱

材を設けた。窓にはペアガラスを採用し、断熱性

に配慮した。  
 本トレーラーハウスは、住宅にもカスタマイズ可能で、単体での使用に限らず、2台または複

数台集まることにより、集会所などの機能を持たせることも可能である（図4、5）。その際、

エクステリアの青いパネルが、色により機能を識別するというサインとして役立つ。  
 
3．今後の展開  

本研究で、2階部分が鉄骨と膜のみという構造になったのは、重量の制約による。2×4工法で

2階部分を制作するよりは軽くなっているが、それでも600kgはある。これは、人力で持ち上げ

る限界を超えており、今後は2階部分のさらなる軽量化と断熱性の向上が課題である。そのため、

軽量な構造を実現するためのマテリアルと断熱性を持つ膜の研究を積み重ねる必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 

 
*1)首都大学東京  

図 1. 設置時に 2 階建てに展開

された状態 
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